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令和 3 年度 発達障害者にかかる各府省庁への政策要望 

 

 

日本発達障害ネットワーク 理事長 市川 宏伸 

 

一般社団法人日本発達障害ネットワーク(JDD-net）は、平成 16年 12月の発達障害者支援

法の成立とともに組織化され、発達障害関係の全国および地方の障害者団体や親の会、学

会・研究会、職能団体などを含めた幅広いネットワークとして、発達障害者及び家族の権利

と利益の擁護者として、理解啓発・調査研究・政策提言等を行い、発達障害のある人の自立

と社会参加の推進に向けて活動を行っている全国組織です。 

 平成 28年の発達障害者支援法の改正を受け、当事者団体として今後も発達障害者と家族

の権利・利益が擁護され、地域で安心した生活ができるよう努めてまいります。 

 

■政策要望に関する私たちの基本的な視点 

〇発達障害者は、外見上は合理的配慮の必要性が無いように捉えられ、対応が後回しにさ

れることがあります。発達障害の特性がある者やその家族も、安心して暮らせる誰一人

取り残さない社会作りを着実に進めるための施策をお願いします。 

〇発達障害について、わが国だけではなく国際的にも理解や対応が、研究者や家族同士の 

繋がりの中で年々前進しています。日本からも優れた取組みの発信などを行いつつ、海 

外の動向とも連携した施策に取り組んでいただくようお願いします。 

 

 

■具体的な提言  

１．【環境改善について】文部科学省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省のみなさま 

国土交通省をはじめ、発達障害の特性にも配慮したバリアフリーは年々着実に進めら

れていますが、今後はさらに、①感覚の過敏性に配慮した住まいや学校、職場などの建

物、公共交通機関、②読み書き障害等にも配慮した ICTの活用、訪問型支援など選択で

きる相談方法、③強度行動障害（激しい自傷やこだわりが有る者）を背景とした障害者

虐待、社会的ひきこもり、感染症流行や災害時対応への確実な対応を促進するため、エ

ビデンスに基づいた支援方法を身につけた支援者の育成、発達障害の特性を踏まえたハ

ードやソフト、受け入れ体制（管理者の意識向上や専門的人材の確保、外部のコンサル

テーションを受けることなど）の整備を進めていただくようお願いします。 

 

※政策要望は議員連盟、内閣府（障害者施策担当大臣、国家公安委員会委員長、消費者庁担当大臣、 

総務大臣、法務大臣、外務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、 

最高裁判所長官へ提出をしております。 



２．【普及啓発について】内閣府、警察庁、消費者庁、総務省、法務省、外務省、 

文部科学省、厚生労働省、国土交通省、最高裁判所のみなさま 

内閣府や厚生労働省を中心に、発達障害者の特性に関する普及啓発も取り組んでいた

だいていますが、発達障害者に対する差別や合理的配慮の欠如（たとえば、マスクの着

用困難に対する理解不足、災害避難所や学校等での聴覚過敏さへの配慮の欠如、事件の

加害者や被害者になった場合などの説明が苦手であることへの理解不足）は依然として

続いており、発達障害者やその家族は不安を抱えています。これらの不安を解消するた

めの普及啓発を、世界自閉症啓発デーや発達障害啓発週間の活用をはじめ、各分野それ

ぞれの工夫によって強化していただくようお願いします。 

 

３．【当事者、家族のニーズの反映について】文部科学省、厚生労働省のみなさま 

発達障害者の身近で暮らしを支える家族、家族以外の知人（友人、地域の支援者な

ど）に対する知識や技術の提供、孤立しないための仲間作り（たとえば、ペアレント・

トレーニング、ペアレントメンターなど）は、海外では非常に重要視されるようになっ

ていますが、わが国では当事者以外への支援は熱心に取り組まれていません。その結

果、当事者や家族のニーズとかけ離れた特別支援教育や障害福祉サービス、障害児支援

が提供されていることがあります。家族等を視野に入れた当事者ニーズを適切に反映す

る仕組み、たとえば、海外でも実施されている学校やサービス事業所に対する外部評価

の実施、ペアレント・トレーニング等を実施する人材の育成などについて積極的に取り

組むことを検討していただくようお願いします。 

 

４．【国際的動向の活用について】内閣府、外務省、文部科学省、厚生労働省のみなさま 

近年、国際的な動向（WHO国際疾病基準 ICDの改訂）をふまえた新たな展開（例え

ば、神経発達障害に知的障害も含むこと、今後増加する高齢期支援など）に、現在のわ

が国の制度では十分に対応できないのではないか（たとえば、発達障害と知的障害を別

の障害と捉えて対応している結果、特別支援教育の対象者、障害福祉サービスや障害児

支援の制度利用に谷間が生じている）といった心配があります。国際的な診断分類の枠

組みの変化をチャンスと捉え、この機会にわが国の制度の見直しに取り組んでいただく

ようお願いします。 

 

以上です。 
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